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1 はじめに

従来のオフィスでは情報処理型の仕事内容に適してい

る島型対向式と呼ばれるオフィス形態を採用していた．

近年，創造的業務の増加に伴い，オフィスワーカの知的

生産性を促進するようなオフィスとしてノンテリトリア

ルオフィスに高い関心が集まっている 1) ．

ノンテリトリアルオフィスは固定席を持たず複数人で

設備を共有するオフィスレイアウトである．執務者の固

定席を廃止することで，その日の気分で座席を自由に選

択できる．また固定席のときよりも多くの人と交流機会

が上昇することが研究により明らかになっており，これ

らによる知的生産性の向上が期待されている 2) ．本研

究では，配席ルールに基づいた座席の自動決定方法の提

案および交流機会の変化について考察を行う．

2 ノンテリトリアルオフィスの課題

ノンテリトリアルオフィスは座席を自由に選択できる

ことによって，座席の固定化や同席者の固定化などの問

題が懸念される．

座席の固定化とは，特定の執務者がいつも同じ席に座

ることによって他者の利用を妨げる問題である．これは

ノンテリトリアルオフィスの目的の一つであるオフィス

空間の有効活用という目的に反してしまう．

同席者の固定化とは，同じグループでいつも集まって

近くに座る問題である．これはノンテリトリアルオフィ

スの利点でもある他部署や他職種など，様々な利用者と

交流を持つことができるという利点を阻害してしまう．

ノンテリトリアルオフィスにおける課題を解決するた

め，乱数および配席ルールにより各執務者が自動的に座

席を決定する配席システムを構築した．毎日の座席を乱

数によって決定することにより，座席の固定化の問題を

解決することができる．さらに，配席ルールによって前

回同席した執務者との連続相席を防ぐことで，同席者の

固定化の問題を解決することができる．

3 執務者交流可変型配席方法

執務者間の交流を制御する配席ルールを配席システム

に付加することで，より効果的な執務者間の交流の促進

が期待される．提案する配席ルールは，同じ年齢層の執

務者同士の交流を促進する水平交流促進配席方式，異な

る年齢層の執務者同士の交流を促進する垂直交流促進配
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Fig. 1 実験を行った研究室の平面図

席方式と同じ研究グループの執務者同士の交流を促進す

る研究グループ配席方式の 3つである．

水平交流促進配席方式と垂直交流促進配席方式は希望

のエリアを選択した際，交流を促進したい年齢層の執務

者がいる机の座席に，優先的に配席を行う．研究グルー

プ配席方式はエリアを選択できるのは最初の同じ研究グ

ループの執務者で，他の執務者が配席を行う場合強制的

に座席が最初の執務者と同じ机に決定する．

4 執務者交流可変型配席実験

4.1 実験概要

座席自動決定手法の評価を行うために，PC上で配席

ルールおよび乱数を用いて座席を決定する配席システム

を構築した．執務者が ICカードリーダーに学生証をか

ざし，希望入力画面で希望する座席タイプのボタンをク

リックすると配席ルールに従い配席が行われる．実験は

同志社大学の知的システムデザイン研究室のノンテリト

リアルオフィス形式の学生居室で行った．実験を行った

研究室の平面図を Fig. 1に示す．研究室の利用者は学

部 4年生 20名，修士の学生計 23名である．

4.2 水平交流促進配席方式と垂直交流促進配席方式

実験において，配席ルールは新入生として学部 4年生

が研究室に加わる 4月から始め，7月まで水平交流と垂

直交流を約 1ヶ月ずつ交互に変更した．実験では大学院

生＜M＞と学部生＜ B＞の 2区分と定義した．

水平交流促進配席方式と垂直交流促進配席方式の効果

による交流機会の増減に関するアンケート調査より評価
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を行う．学部生が回答したものを Fig. 2，大学院生が回

答したものを Fig. 3に示す．2段の上から順にB，Mに

対する交流機会の変化を示している．Fig. 2であれば，

上段から B→ B，B→Mに対する交流機会を示す．グ

ラフ内の数値は人数の割合（%）である．

Fig. 2 学部 4年生の交流機会の変化

Fig. 3 大学院生の交流機会の変化

Fig. 2から分かるように，水平交流促進配席を行った

4月と 6月の学部生同士の交流機会が増加している．学

部生は 4月から新しく研究室に配属されたため，他の執

務者との交流機会が増加しやすい．しかし，Fig. 3を見

ると，大学院生間の交流機会の変化は小さいことが分か

る．大学院生は 1年以上研究室で活動しており，コミュ

ニティとしてある程度成熟しているため，水平交流によ

る効果が得られなかったからだと考えられる．

次に垂直交流促進配席方式では，垂直交流促進配席を

行った 5月で高い数値となっており，他学年での交流機

会が増加しているため，水平交流と同様に交流機会の制

御ができたと考えられる．また，垂直交流促進型席方式

では，全体的な数値として水平交流促進配席方式よりも

交流機会の増加割合が低いよう見えるが，これは促進対

象の利用者と同席できる人数が少なくなるためである．

4.3 研究グル―プ配席方式

研究グループ配席方式は 11月と 12月に行った。グ

ループを 7区分に定義して，研究グループ配席方式によ

る交流機会の増減に関するアンケート調査より評価を行

う．11月の回答結果を Fig. 4，12月の回答結果を Fig.

5に示す．

Fig. 4より，全ての年齢層も交流機会の増加が確認で

きる．特に学部 4年生の交流機会がかなり増加している．

Fig. 4 研究グループ配席方式の交流機会の変化 (11月)

Fig. 5 研究グループ配席方式の交流機会の変化 (12月)

指導院生が同じ研究グループにいるため，研究グループ

配席は同じ机に配席されるため相談がしやすいことが考

えられる．Fig. 5より，12月では 11月と同じく学部 4

年生と修士 1年生の交流機会が増加している．しかし，

修士 2年生は交流機会が減少している．これは，指導し

ている学生が少ない修士 2年生は連続して同じ配席方式

を用いたため，効果が減少したと考えられる．

4.4 結論

ノンテリトリアルオフィスにおいて，座席の固定化と

同席者の固定化という課題を解決し，より円滑なコミュ

ニケーション環境を実現する手法として，乱数および配

席ルールによって座席を自動的に決定する方法を提案し

た．実験は水平交流配席，垂直交流配席と研究グループ

配席の 3つの配席ルールを用いて行った．水平交流配席

と垂直交流配席では，特定グループにおける交流機会の

増減を制御することができた．研究グループ配席では作

業空間選択を最初の人に限定し，座席選択に強制力をも

たせることにより，特定のグループにおける交流機会が

増加することが確認できた．

提案手法を用いることでノンテリトリアルオフィス下

においても円滑な人間関係の構築をサポートできる．さ

らに，新人教育などに有用であり，様々な人の仕事を見

ることで見識を広げつつ，教育担当者と蜜な連絡を取る

ことで育成効率があがるといった効果が期待される．
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